
2012 年７月 23 日 

各 位 

会 社 名  マックスバリュ東北株式会社 

代 表 者 名  代表取締役社長  宮地邦明 

（コード番号 2655 東証第 2部） 

問 合 せ 先  取締役財経本部長 古谷憲介 

（電話 018－847－2792） 

 

固定資産の譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、2012 年７月 23 日開催の取締役会において、以下のとおり固定資産を譲渡することに

ついて決議いたしましたのでお知らせいたします。 

記 

１．譲渡の理由 

  固定資産の譲渡により資産の圧縮及び資産効率の向上をはかるため。 

 

２．譲渡資産の内容 

資産の内容及び所在地 
譲渡価格

(百万円)

帳簿価格

(百万円)

譲渡益 

(百万円)
現況 

平賀ショッピングセンター 

(青森県平川市) 
379 379 0

当社「平賀店」が入居するシ

ョッピングセンター 

たかのすショッピングセンター 

(秋田県北秋田市) 
624 624 0

当社「たかのす店」が入居す

るショッピングセンター 

大曲福田ショッピングセンター 

(秋田県仙北市) 
269 269 0

当社「大曲福田店」が入居す

るショッピングセンター 

合計 1,273 1,273 0  

 

３．譲渡の相手先の概要 

（１） 名 称 イオンタウン株式会社 

（２） 所 在 地 千葉県千葉市美浜区中瀬一丁目５－１ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 大門 淳 

（４） 事 業 内 容 ショッピングセンター、スーパーマーケット等の各種店舗の企

画開発、建設管理運営及びコンサルタント 

（５） 資 本 金 １億円 

（６） 設 立 年 月 日 1992 年６月１日 

（７） 純 資 産 167 億 89 百万円 

（８） 総 資 産 1,012 億 54 百万円 

（９） 大株主及び持株比率 イオン株式会社 100％ 

資 本 関 係
当社と当該会社との間には、記載すべき資本関

係はありません。 

人 的 関 係
当社の従業員２名が当該会社に出向しておりま

す。 

取 引 関 係
当社と当該会社との間には、店舗の賃借取引関

係があります。 

（10） 上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

関連当事者へ

の 該当状況

当該会社は当社の親会社の子会社であり、関連

当事者に該当いたします。 

 



４．譲渡日程 

（１） 取 締 役 会 決 議 2012 年７月 23 日 

（２） 契 約 締 結 2012 年７月 25 日 

（３） 物 件 引 渡 期 日 2012 年９月 １日 

 

５．今後の見通し 

  本取引については、当期の業績に与える影響は軽微であり、2012 年４月５日に公表いたしま

した 2013 年２月期の業績予想について変更はございません。 

 

６．支配株主との取引等に関する事項 

  本取引は、支配株主との取引に該当します。当社が 2012 年５月 24 日に開示したコーポレー

ト・ガバナンス報告書で示している「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の

方針に関する指針」に関する本取引における適合状況は、以下のとおりです。 

  なお、2012 年５月 24 日に開示したコーポレート・ガバナンス報告書で示している「支配株

主との取引等を行う際における少数株主の保護の方針に関する指針」は以下のとおりであり指

針の内容に適合していると判断しております。 

<<当社の親会社であるイオン株式会社及び同社グループ各社との取引に関しては、同社グルー

プの総合力強化を意識しながら、当社の事業活動に必要な財・サービスなどの取引が同社グ

ループ内において可能な場合は、一般の市場取引と同様に交渉の上決定しております。 

同社及び同社グループ内の各社と取引を行う際には、当社の企業価値向上、当社株主全体の

利益の最大化をはかるべく決定することとしております。>> 

○ 公平性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置に関する事項 

今回の譲渡取引に当たり公平性を担保するため、独立した第三者機関である株式会社日本

都市鑑定より譲渡対象資産の価格評価書を受領し、当社は、かかる価格評価書を踏まえつつ

も、上記譲渡対象資産のショッピングセンターとしての損益状況を考慮し譲渡先と交渉の上

譲渡価格を決定いたしました。当社といたしましては今回の取引により当社の企業価値の向

上と当社の株主の皆さまの利益の最大化に資するものと判断しております。 

  また利益相反を回避するために、イオン株式会社の従業員である当社取締役内田一男氏及

び当社監査役小林将人氏は、潜在的な利益相反を回避する観点から、本件譲渡に関する議案

の審議を行う当社取締役会に出席せず審議に参加しておりません。なお、両氏は当社の立場

においてイオン株式会社との協議・交渉にも参加しておりません。なお、常勤監査役中村和

彦氏、監査役竹越彰氏はイオン株式会社の従業員ではなく利益相反に該当しないことから審

議に参加しております。さらに、当社取締役会決議の方法その他の利益相反を回避する措置

に関して、法務アドバイザーである弁護士法人淀屋橋・山上合同の法的助言を得ております。 

○ 当該取引等が少数株主にとって不利益なものでないことに関する、支配株主と利害関係の

ない者から入手した意見の概要 

  支配株主と利害関係のない独立役員として選任された当社監査役野口敏郎氏より、売却価

格はしかるべき不動産鑑定会社等の不動産鑑定に基づいて決められており公正性は確保され

ていること、イオン株式会社との利益相反が回避されていること等により、本件譲渡が少数

株主にとって不利益ではないとの意見を 2012 年７月 20 日付で入手しております。 

以 上 

(参考)当期業績予想(2012 年４月５日公表分)及び前期実績          (単位：百万円) 

 営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益 

当期業績予想 

(2013 年２月期) 
95,000 900 800 200

前期実績 

(2012 年２月期) 
91,967 675 580 △3,164

 


